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(1) 人件費
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状況状況

状況（

（（

（普通会計決算
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普通会計決算）
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(2) 職員給与費

(2) 職員給与費(2) 職員給与費

(2) 職員給与費の

のの

の状況

状況状況

状況（

（（

（普通会計決算

普通会計決算普通会計決算

普通会計決算）

））
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（注）　１　職員手当には退職手当を含まない。

  　    ２　職員数は、平成26年4月1日現在の人数である。

　　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、

　　　　　職員数には当該職員を含んでいない。

(3) ラスパイレス

(3) ラスパイレス(3) ラスパイレス

(3) ラスパイレス指数

指数指数

指数の

のの

の状況

状況状況

状況

　（注）　１　ラスパイレス指数とは、全地方公務員の一般行政職の給与月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、

　　　　　　学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職棒給表（一）適用職員の棒給月額を100として計算した指数。 

　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　　　　　３　平成24年度及び平成25年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無いとした場

　　　　　  合の値である。

　　※　平成27年4月1日のラスパイレス指数が、①3年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、②3年連続で上昇している場合、③100を

　　　　超えている場合について、その理由及び改善の見込み

人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％

　　計　　Ｂ

5,84526年度 781 3,063,561 396,952 1,104,252 4,564,765

給与費 B/A

千円

Ａ　 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

6,184

区　分 住民基本台帳人口 歳出額　 実質収支 人件費 人件費率 （参考）

11.6

区　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）類似団体平均

26年度 108,098 49,547,727 1,676,573 6,634,422 13.4

平成25年度の人件費率

平成

Ｂ／Ａ　

　　　　　　　　　　　％

（平成27年1月1日） Ａ　 Ｂ　

一人当たり給与費

平成 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

平成27年度　酒田市の給与・定員管理等について

①　総合的見直しに伴う給料表の引下げについて、国より引下げ率が低いため上昇した。②　国において平成26年４月に実施し

た、給与構造見直しに伴う経過措置（45歳未満号給調整）について、平成27年４月に実施したため上昇した。給料の水準としては

類似団体や全国市の平均と比較して下回るものである。今後とも給与の適正化、適切な制度運用に努める。
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(5) 給与制度

(5) 給与制度(5) 給与制度

(5) 給与制度の

のの

の総合的見直

総合的見直総合的見直

総合的見直しの

しのしの

しの実施状況

実施状況実施状況

実施状況について

についてについて

について

① 

① ① 

① 給料表

給料表給料表

給料表の

のの

の見直

見直見直

見直し

しし

し

［　実施　　未実施　］

　実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由））

② 

② ② 

② 地域手当

地域手当地域手当

地域手当の

のの

の見直

見直見直

見直し

しし

し内容

内容内容

内容

③ その

③ その③ その

③ その他

他他

他の

のの

の見直

見直見直

見直し

しし

し内容

内容内容

内容
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　職員

職員職員

職員の

のの

の平均給与月額

平均給与月額平均給与月額

平均給与月額、

、、

、初任給等

初任給等初任給等

初任給等の

のの

の状況

状況状況

状況

(1) 職員

(1) 職員(1) 職員

(1) 職員の

のの

の平均年齢

平均年齢平均年齢

平均年齢、

、、

、平均給料月額及

平均給料月額及平均給料月額及

平均給料月額及び

びび

び平均給与月額

平均給与月額平均給与月額

平均給与月額の

のの

の状況

状況状況

状況（

（（

（平成27年

平成27年平成27年

平成27年４

４４

４月

月月

月１

１１

１日現在

日現在日現在

日現在）

））

）

　　　　

① 

① ① 

① 一般行政職

一般行政職一般行政職

一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　

② 

② ② 

② 技能労務職

技能労務職技能労務職

技能労務職

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成24～26年の3ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に

　支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

（注）　１　「平均給料月額」とは、平成27年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

    　  ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの　　　 

　　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を

　　　　除いたもの）で算出している。

民　間

対応する民間

の類似職種

用務員

自家用乗用

自動車運転者

50.3歳

うち用務員 50.3歳 30人 337,600円 365,235円 340,174円

うちその他 52.5歳 20人 356,300円 372,994円

平均年齢

職員数

平均給料月額

平均給与月額 平均給与月額

（国比較ベース）

うち学校給食員

330,547 370,847

酒田市 50.9歳 92人 343,000円 363,922円 344,937円

50.7歳 25人

平均年齢 平均給料月額

山形県 44.3 347,600 433,900

国 43.5 408,996

（給料表の改定実施時期）　平成２７年４月１日

（内容）　一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、人事院が勧告した俸給表を基本としたうえで、給

与水準については県内民間との均衡を図ったものとした県の給料表に準じて改定。若年層については引上げ、高齢

層については引下げを行い、激変緩和のため、経過措置（現給保障）を平成30年3月31日まで実施。

　他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

管理職員特別勤務手当、地域手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成27年4月1日実施）

－

調理士339,500円 353,185円

334,283

酒田市 43.2

374,200

-

366,141類似団体 42.5 324,351

343,423円

410,268

区　　分

公　務　員

酒田市 5,963,000円 － －

区　　分

参　考

年収ベース（試算値）の比較

公務員

（Ｃ）

民間

（Ｄ）

Ｃ／Ｄ

類似団体 49.7歳 56人 327,399円 374,353円 355,622円

17人 342,300円

（Ａ）

区　　分 平均給与月額

平均給与月額

（国比較ベース）

348,222

366,722円

335,500円 373,900円 355,200円

357,489円

うち学校給食員 5,710,000円 2,855,700円 2.00

うちその他 6,119,000円 － －

うち用務員 6,006,000円 2,774,400円 2.16

うち自動車運転手

6,073,000円 2,380,000円 2.55

341,640円

うち自動車運転手

2.04

－

－

－

－

平均年齢

－

41.1歳

54.6歳

51.6歳

－

－

－

－

平均給与月額

（Ｂ）

－

214,300円

200,300円

179,500円

【概要】　国の給与制度の総合的見直しにおいては、棒給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の

見直し等に取り組むとされている。

参考

－

－

－

－

－

－

－

－

Ａ／Ｂ

国 50.2歳 2,994人 289,141円 － 328,318円

山形県 47.2歳 524人

－

1.65

1.82

国基準0％（非支給地域）に対して、酒田市においても国基準と同じく0％としている。

平成26年度の支給割合：　国基準による支給割合　0％　　酒田市の支給割合　0％

平成27年度の支給割合：　国基準による支給割合　0％　　酒田市の支給割合　0％

※　支給地域在勤職員は国と実施時期や支給割合とも同じ扱いとしている。
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(2) 職員

(2) 職員(2) 職員

(2) 職員の

のの

の初任給

初任給初任給

初任給の

のの

の状況

状況状況

状況（

（（

（平成27年

平成27年平成27年

平成27年４

４４

４月

月月

月１

１１

１日現在

日現在日現在

日現在）

））

）

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

(3) 職員

(3) 職員(3) 職員

(3) 職員の

のの

の経験年数別

経験年数別経験年数別

経験年数別・

・・

・学歴別平均給料月額

学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額

学歴別平均給料月額の

のの

の状況

状況状況

状況（

（（

（平成27年

平成27年平成27年

平成27年４

４４

４月

月月

月１

１１

１日現在

日現在日現在

日現在）

））

）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円

（

（（

（参考

参考参考

参考：

：：

：山形県

山形県山形県

山形県）

））

）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円

３

３３

３　

　　

　一般行政職

一般行政職一般行政職

一般行政職の

のの

の級別職員数等

級別職員数等級別職員数等

級別職員数等の

のの

の状況

状況状況

状況

（1) 

（1) （1) 

（1) 一般行政職

一般行政職一般行政職

一般行政職の

のの

の級別職員数

級別職員数級別職員数

級別職員数の

のの

の状況

状況状況

状況（

（（

（平成27年

平成27年平成27年

平成27年４

４４

４月

月月

月１

１１

１日現在

日現在日現在

日現在）

））

）

（注）　１　酒田市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

   　   ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（2) 

（2) （2) 

（2) 昇給

昇給昇給

昇給への

へのへの

への勤務成績

勤務成績勤務成績

勤務成績の

のの

の反映状況

反映状況反映状況

反映状況

国

174,200

142,100

―

―

中　学　卒

高　校　卒 145,500

142,900

126,900

145,500

140,900

127,700

178,400一般行政職

２　　級 主事、技師

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

41 7.2

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

１　　級 主事、技師

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

66 11.6

経験年数１０年

一般行政職 大　学　卒

経験年数２０年 経験年数２５年 経験年数３０年

270,300 362,200 390,300 414,400

区　　　　分

高　校　卒

５　　級 課長補佐、主査

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

73 12.8

４　　級 主査、係長、調整主任

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

158 27.7

３　　級 係長、調整主任、主任

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

170 29.8

・毎年1月1日現在において、各職員の前1年間の勤務成績を判定し、昇給の号給数を決定している。

・今後、勤務実績を昇給へ反映し得る仕組み作りに取り組んでいく。

７　　級 部長、支所長

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

13 2.3

６　　級 課長、主幹

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

49 8.6

368,900

417,800

円

453,400

323,500

円

大　学　卒 178,400

区　　　　分 経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年 経験年数３０年

区　　　　　分 酒　田　市 山　形　県

技能労務職 高　校　卒

382,600

技能労務職 高　校　卒 - 318,300 336,000 345,100

大　学　卒 276,550 348,575 379,186 400,240

高　校　卒 239,800 314,889 334,417 374,200

技能労務職 高　校　卒 - 271,250 305,800 309,900

一般行政職

228,000 319,700 365,100

最高号給の

給料月額

円

250,900

円

309,200

円

356,200

円

387,900

円

400,200

円

円

229,300

円

264,600

円

291,900

円

１号給の

給料月額

192,200

円

140,900

円

11.6%

10.5%

6.5%

7.2%

7.7%

9.8%

29.8%
31.1%

30.9%

27.7%

27.8%

29.2%

12.8%

12.6%

12.3%

8.6%
7.5%

8.6%

2.3%
2.8%

2.7%

平成27年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級
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４

４４

４　

　　

　職員

職員職員

職員の

のの

の手当

手当手当

手当の

のの

の状況

状況状況

状況

（1) 

（1) （1) 

（1) 期末手当

期末手当期末手当

期末手当・

・・

・勤勉手当

勤勉手当勤勉手当

勤勉手当

千円 千円

（平成26年度支給割合） （平成26年度支給割合） （平成26年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算　　5～15％ ・ 役職加算　　5～20％ ・ 役職加算　　5～20％

・ 管理職加算　　15～25％ ・ 管理職加算　　10～25％

（注）　( 　 )内は、再任用職員に係る支給割合である。

○

○○

○勤勉手当

勤勉手当勤勉手当

勤勉手当への

へのへの

への勤務成績

勤務成績勤務成績

勤務成績の

のの

の反映状況

反映状況反映状況

反映状況（

（（

（一般行政職

一般行政職一般行政職

一般行政職）

））

）

（2) 

（2) （2) 

（2) 退職手当

退職手当退職手当

退職手当（

（（

（平成27年

平成27年平成27年

平成27年４

４４

４月

月月

月１

１１

１日現在

日現在日現在

日現在）

））

）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

自己都合 勧奨・定年

１人当たり平均支給額　　　　

千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成26年度に退職した職員（教育職除く）に支給された平均額である。

 (3) 地域手当

 (3) 地域手当 (3) 地域手当

 (3) 地域手当（

（（

（平成27年

平成27年平成27年

平成27年４

４４

４月

月月

月１

１１

１日現在

日現在日現在

日現在）

））

）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

酒田市及び県内各地 0 879 0

医師 15 4 15

東京都武蔵野市 15 1 15

酒　　　　　田　　　　　市 山　　　　　形　　　　　県

１人当たり平均支給額（平成26年度） １人当たり平均支給額（平成26年度）

国

―

酒　　　　　　　田　　　　　　　市 国

20.445

25.55625

20.45

25.55625

・基準日前6箇月における勤務成績に応じ、成績率に差を設けて手当額を決定している。

・平成18年度から、能力・業績に基づく人事評価の試行を行っており、今後本格実施に向けて勤勉手当へ勤務実績をより反映し

得る仕組み作りに取り組んでいく。

1.45 0.65 1.40 0.70 1.45 0.70

1,402 1,608

2.60 1.35 2.55 1.40 2.60 1.50

3,711 21,230

支給実績（平成26年度決算） 5,779

支給職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 642,114

49.59 49.59 49.59 49.59

定年前早期退職特例措置（定年前10年以内

で勤続25年以上の職員、定年前の残年数1

年につき2％割増）

定年前早期退職特例措置（2から45％

割増）

29.145 34.5825 29.15 34.5825

41.325 49.59 41.3 49.59

支給対象地域等 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

東京都特別区 18 4 18
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 (4) 特殊勤務手当

 (4) 特殊勤務手当 (4) 特殊勤務手当

 (4) 特殊勤務手当（

（（

（平成27年

平成27年平成27年

平成27年４

４４

４月

月月

月１

１１

１日現在

日現在日現在

日現在）

））

）

千円

　円

　％

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

支給実績

(26年度決算)

左記職員に対する支給単価

収納外勤手当

納税課、介護保険課、

子育て支援課、建築

課、下水道課及び各

総合支所地域振興課

職員

市税・介護保険料・

保育費用・市営住宅

家賃・下水道事業受

益者負担金等の外

勤徴収

23千円 日額　100円

税務手当 納税課職員 税の滞納処分 216千円 １件　400円

用地交渉手当 土木課職員

用地の取得及びこ

れらに伴う補償に関

し、現地における特

に困難な交渉業務

33千円 日額　650円

行旅病人及び行旅死亡

人取扱手当

福祉課職員

行旅病人又は行旅

死亡人の取扱作業

12千円

行旅病人　１件　1,300円

行旅死亡人　１件　4,000円

福祉業務手当

福祉課、介護保険課

及び子育て支援課職

員

健康福祉部等に勤

務する現業職員、外

勤の医療担当職員

及び査察指導員業

務

971千円 日額　150円

防疫手当

感染症の防疫作業従

事職員

感染症の患者若しく

は疑いのある患者

の輸送等

0千円 日額　450円

家畜等屍体処理手当

環境衛生課及び土木

課職員

家畜等屍体の処理

作業

37千円

小動物　１回　   180円

その他　日額　1,500円

医務手当 診療所医師 医師業務 5,060千円 月額　475,000円以内

土木課職員 下水溝清掃業務 15千円 日額　300円

特殊自動車業務手当

土木課及び平田総合

支所建設産業課職員

特殊自動車（ﾌﾞﾙﾄｰ

ｻﾞ、ｸﾞﾚｰﾀﾞｰ及び振

動ﾛｰﾗｰ）運転業務

43千円 日額　270円

医師特別手当 八幡病院医師 医師業務 12,600千円 月額　175,000円～350,000円

医師研究手当 八幡病院医師 医師業務 8,040千円

医師免許取得後3年以上

　　　　　月額 180,000円

その他　月額 130,000円

危険作業手当 右記業務従事職員

地上、地下10ｍ以

上の足場の不安定

な危険な個所等に

おける工事監督及

び検査等業務

0千円 日額　350円

夜間看護手当

八幡病院助産師、看

護師及び准看護師

深夜における看護

等業務

5,485千円

2時間未満　2,000円

2時間以上4時間未満　2,900

円

4時間以上　3,300円

ほか通勤距離に応じ1回380円

～1,140円

支給実績（平成26年度普通会計決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成26年度普通会計決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成26年度）

手当の種類（手当数） 16

6,328

8,250

12.3

食料手当 定期航路事業所船員 定期船乗船業務 402千円 １食　450円

収集業務手当 環境衛生課職員

し尿又はごみ収集

業務

1千円 日額　300円

清掃業務手当
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 (5) 時間外勤務手当

(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当

(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（26年度決算）」と同じ年度の4月1日現在の

　　総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

（6) 

（6) （6) 

（6) その

そのその

その他

他他

他の

のの

の手当

手当手当

手当（

（（

（平成27年

平成27年平成27年

平成27年４

４４

４月

月月

月１

１１

１日現在

日現在日現在

日現在）

））

）

円

円

円

円

円

円

円

職員１人当たり平均支給年額（平成26年度普通会計決算） 170

支給実績（平成25年度普通会計決算） 145,010

職員１人当たり平均支給年額（平成25年度普通会計決算） 189

支給実績（平成26年度普通会計決算） 130,520

216,017

住居手当

借家・借間に居住する職員

に支給

　　限度額　27,000円

同じ 25,945 千円 294,830

扶養手当

扶養親族のある職員に支給

配偶者 13,000円、一般の

扶養親族1人につき 6,500

円（職員に配偶者がない場

合、うち１人のみ11,000円）

扶養親族たる子のうち満16

歳の年度初めから満22歳の

年度末までの子につき

5,000円加算

同じ 75,606 千円

（平成26年度普通会計決算）

（平成26年度普通会計決算）

国の制度と

の異同

国の制度と異なる内容

支給実績

手　当　名 内容及び支給単価 平均支給年額

支給職員１人当たり

0

特地勤務手当

飛島地区に勤務する職員

に支給

{(飛島地区に勤務することと

なった日の給料＋扶養手

当)の月額×1/2＋現に受け

る（給料＋扶養手当）の月

額×1/2｝×16/100

同じ 2,048 千円 682,667

初任給調整手当

医師のうち採用による欠員

補充が困難と認められる職

員に支給

採用の日からの期間に応じ

て、412,200円以内の額

同じ 2,532 千円

74,998

管理職手当

管理又は監督の地位にある

職員に対して職務の級及び

職の区分に応じて定額化さ

れた額を手当として支給

代表的な職務区分（行政

職）

部長　66,400円

課長、主幹　41,600円

同じ 32,850 千円 576,316

通勤手当

通勤距離が片道2km以上で

ある職員に支給

○交通機関等の利用者

　6箇月定期券等の価額に

より一括支給　ただし、1箇

月当たり55,000円が支給限

度額

○自動車等の交通用具使

用者

　通勤距離に応じた月額

（2,500円～19,200円）を毎

月支給

異なる

自動車等の交通用

具使用者の距離区

分及び支給限度額

（国は５kmごとに設

定し（酒田市は２km

ごと）、支給限度額

24,500円（酒田市は

19,200円））

41,774 千円

夜間勤務手当

正規の勤務時間として深夜

（午後10時～午前5時）に勤

務した職員に支給

勤務1時間当たりの給与額

×25/100×勤務時間数

同じ 0 千円 0
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円

円

円

円

５

５５

５　

　　

　特別職

特別職特別職

特別職の

のの

の報酬等

報酬等報酬等

報酬等の

のの

の状況

状況状況

状況（

（（

（平成27年

平成27年平成27年

平成27年４

４４

４月

月月

月１

１１

１日現在

日現在日現在

日現在）

））

）

円 円／ 円

（ － 円 ）

円 円／ 円

（ － 円 ）

円 円／ 円

（ － 円 ）

円 円／ 円

（ － 円 ）

円 円／ 円

（ － 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

任期毎

任期毎

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

3,400

管理職員

特別勤務手当

管理又は監督の地位にある

職員が、臨時又は緊急の必

要等により、週休日又は休

日等に勤務した場合に支給

部長 7,500円、課長 4,000

円

（勤務を要しない日等以外

の日の午前零時から午前５

時　部長 3,800円、課長

2,000円）

同じ 0 千円 0

宿日直手当

宿日直勤務を行った職員に

支給

勤務1回につき　4,200円

（病院医師20,000円、医師

以外の病院職員5,900円）

勤務時間が5時間未満の場

合は、2分の1の額

同じ 17 千円

区　　　分 給　　料　　月　　額　　等

給

料

（参考）類似団体における最高／最低額

市　　  長 940,000 1,070,000 465,500

482,500

寒冷地手当

毎年11月から翌年3月まで

の各月の初日において支

給地域に在勤する職員に

支給（山形市及び寒河江市

が該当）

世帯等の区分に応じ月額

7,360円～17,800円

同じ 176 千円 58,667

単身赴任手当

異動に伴って転居し、やむ

を得ない事情により配偶者

と別居して単身で生活する

職員に支給

配偶者宅との交通距離に応

じ月額30,000円～84,000円

同じ 1,930 千円

480,000 670,000 390,000

議　　  員 450,000 620,000 355,000

副 市 長 750,000 879,000 481,000

議

員

報

酬

議　  　長 535,000 760,000 432,000

副 議 長

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）

　　　勤めた場合における退職手当の見込額である。

退

職

手

当

市　  　長 940,000円×在職月数×0.6 27,072,000円

副 市 長 750,000円×在職月数×0.35 12,600,000円

備　　考

期

末

手

当

市　  　長 　　（平成26年度支給割合）

副 市 長 2.85

議　  　長 　　（平成26年度支給割合）

副 議 長 2.85

議　  　員
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６

６６

６　

　　

　職員数

職員数職員数

職員数の

のの

の状況

状況状況

状況

（1) 

（1) （1) 

（1) 部門別職員数

部門別職員数部門別職員数

部門別職員数の

のの

の状況

状況状況

状況と

とと

と主

主主

主な

なな

な増減理由

増減理由増減理由

増減理由

（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。（平成２６年度においては教育長を含む）

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（2) 

（2) （2) 

（2) 年齢別職員構成

年齢別職員構成年齢別職員構成

年齢別職員構成の

のの

の状況

状況状況

状況（

（（

（平成27年

平成27年平成27年

平成27年４

４４

４月

月月

月１

１１

１日現在

日現在日現在

日現在）

））

）

(3) 職員数

(3) 職員数(3) 職員数

(3) 職員数の

のの

の推移

推移推移

推移

（単位：人・％）

（注）　１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

 ２　平成２６年度までは、教育部門に教育長を含む

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職　　員　　数

対前年

増減数

主な増減理由

平成26年 平成27年

△ 1

計

＜参考＞

労　働 3 3 0

総　務 213 217 4

他市町村への派遣職員など

議　会 10 10 0

税　務 57 57 0

土　木 78 75 △ 3

支所職員配置見直しなど

教育部門 120 115 △ 5

再任用職員の配置など

小　計

＜参考＞

農林水産 53 55 2

商　工 30 30 0

646 649 3

60.04

（類似団体の人口1万人当たり職員数

47.12

衛　生 49 48

下水道 31 30 △ 1

公

営

企

業

等

会

計

部

門

病　院 48 44 △ 4

職員の退職など

水　道 39 39 0

766 764 △ 2

70.68

（類似団体の人口1万人当たり職員数

63.75

普

通

会

計

部

門

一

般

行

政

部

門

民　生 153 154 1

28歳 32歳

934 927 △ 7

＜参考＞

[  1,234   ］ [  1,234   ］ [  0  ］

85.76

小　計 168 163 △ 5

合　　計

交　通 9 9 0

その他 41 41 0

～ ～

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 51歳 55歳 59歳

～

60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳20歳 20歳 24歳

634 627 646

　　　　　　　　　年度

　部門別

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

649

過去5年間の

増減数（率）

131 人 111 人 93 人 140 人 140 人 4 人4 人 19 人 65 人 52 人 58 人 110 人 927 人

△ 8 (△ 1.2)

943 928 934 927 △ 94 (△ 9.2)

△ 46 (△ 28.6)

公営企業等会計 203 185 185 179 168 163 △ 40

153 124 122 120 115教育 161

職員数

以上39歳

一般行政 657 652

43歳 47歳

区　分

(△ 19.7)

計 1,021 990

0
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構成比

５年前の構成比

%

（例）
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７７
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　公営企業職員

公営企業職員公営企業職員

公営企業職員の

のの

の状況

状況状況

状況

(1)　

(1)　(1)　

(1)　水道事業

水道事業水道事業

水道事業

  　

① 

① ① 

① 職員給与費

職員給与費職員給与費

職員給与費の

のの

の状況

状況状況

状況

ア

アア

ア　

　　

　決算

決算決算

決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、平成26年4月1日現在の人数である。

　　　３　資本勘定支弁職員に係る職員給与費20,946千円を含まない。

イ

イイ

イ　 

　 　 

　 特記事項

特記事項特記事項

特記事項

・ 平成17年11月1日に新設合併（旧酒田市、旧八幡町、旧松山町及び旧平田町の一市三町の合併）

・ 55歳超管理職の給与支給額1.5%カット 【平成22年12月1日から適用】

② 

② ② 

② 職員

職員職員

職員の

のの

の基本給

基本給基本給

基本給、

、、

、平均月収額及

平均月収額及平均月収額及

平均月収額及び

びび

び平均年齢

平均年齢平均年齢

平均年齢の

のの

の状況

状況状況

状況（

（（

（平成27年

平成27年平成27年

平成27年４

４４

４月

月月

月１

１１

１日現在

日現在日現在

日現在）

））

）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③ 

③ ③ 

③ 職員

職員職員

職員の

のの

の手当

手当手当

手当の

のの

の状況

状況状況

状況

ア

アア

ア　

　　

　期末手当

期末手当期末手当

期末手当・

・・

・勤勉手当

勤勉手当勤勉手当

勤勉手当

千円　 千円　

（平成26年度支給割合） （平成26年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算　　5～15％ ・ 役職加算　　5～15％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ

イイ

イ　

　　

　退職手当

退職手当退職手当

退職手当（

（（

（平成27年

平成27年平成27年

平成27年４

４４

４月

月月

月１

１１

１日現在

日現在日現在

日現在）

））

）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

１人当たり平均支給額　　　　

千円

１人当たり平均支給額　　　　

千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成26年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ

ウウ

ウ　

　　

　地域手当

地域手当地域手当

地域手当（

（（

（平成27年

平成27年平成27年

平成27年４

４４

４月

月月

月１

１１

１日現在

日現在日現在

日現在）

））

）

制度なし

エ

エエ

エ　

　　

　特殊勤務手当

特殊勤務手当特殊勤務手当

特殊勤務手当（

（（

（平成27年

平成27年平成27年

平成27年４

４４

４月

月月

月１

１１

１日現在

日現在日現在

日現在）

））

）

具体的な支給手当はなし

オ

オオ

オ　

　　

　時間外勤務手当

時間外勤務手当時間外勤務手当

時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

平成 　　　　千円 千円　 千円　 ％ ％

区　　分

総費用 純損益又は実 総費用に占める

　質収支 職員給与費比率
平成26年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

2,854,206 181,613 189,940 6.7 8.8

区　　分

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 １人当たり

（参考）全国市町村平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ
　　　　給与費 　　B/A

１人当たり給与費

26年度

平成 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

26年度 39 139,161 16,351 34,428 189,940 4,870 6,219

区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

酒　田　市 44.1 343,857 492,728

団体平均 45.0 342,822 509,358

酒  田  市　（水道事業） 酒  田  市　（一般職員）

１人当たり平均支給額（平成26年度） １人当たり平均支給額（平成26年度）

980 1,340

2.60 1.35 2.60 1.35

1.45 0.65 1.45 0.65

酒田市（水道事業） 酒田市　（一般職員）

20.445 25.55625 20.445

29.145 34.5825 29.145

25.55625

34.5825

41.325 49.59 41.325

49.59 49.59 49.59

その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（定年前10年以内

で勤続25年以上の職員、定年前の残年数1

年につき2％割増）

その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（定年前10年以

内で勤続25年以上の職員、定年前の残年

数1年につき2％割増）

0 千円 21,085 9,283 23,096

49.59

49.59

支給実績（平成26年度決算） 6,859

職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 190

支給実績（平成25年度決算） 5,865

職員１人当たり平均支給年額（平成25年度決算） 122
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カ

カカ

カ　

　　

　その

そのその

その他

他他

他の

のの

の手当

手当手当

手当（

（（

（平成27年

平成27年平成27年

平成27年４

４４

４月

月月

月１

１１

１日現在

日現在日現在

日現在）  

）  ）  

）  

円

円

円

円

円

円

円

円

円

62,628

内容及び支給単価

一般行政

職の制度と

の異同

一般行政職

の制度と異

なる内容

支給実績

支給職員１人当たり

手　当　名 平均支給年額

（平成26年度決算） （平成26年度決算）

同じ ― 0 千円 0

夜間勤務手当

正規の勤務時間として深夜（午後10時-

午前5時）に勤務した職員に支給

勤務1時間当たりの給与額×25/100×勤

務時間数

同じ ― 0 千円 0

扶養手当

扶養親族のある職員に支給　配偶

者 13,000円、一般の扶養親族1人に

つき 6,500円（職員に配偶者がない

場合、うち1人のみ11,000円）扶養親

族たる子のうち満16歳の年度初めか

ら満22歳の年度末までの子につき

5,000円加算

同じ ― 5,765 千円 213,518

住居手当

借家・借間に居住する職員に支給

　　限度額　27,000円

同じ ― 1,938 千円 323,000

通勤手当

通勤距離が片道2km以上である職員に

支給

○交通機関等の利用者

　6箇月定期券等の価額により一括支給

ただし、1箇月当たり55,000円が支給限

度額

○自動車等の交通用具使用者

　通勤距離に応じた月額（2,500円～

19,200円）を毎月支給

同じ ― 1,691 千円

宿日直手当

宿日直勤務を行った職員に支給

勤務1回につき　4,200円　勤務時間が５

時間未満の場合は、2分の1の額

同じ ― 0 千円 0

管理職員

特別勤務手当

管理又は監督の地位にある職員が、臨

時又は緊急の必要等により、週休日又は

休日等に勤務した場合に支給

部長 7,500円、課長 4,000円

（勤務を要しない日等以外の日の午前零

時から午前５時　部長 3,800円、課長

2,000円）

同じ ― 0 千円 0

単身赴任手当

異動に伴って転居し、やむを得ない事情

により配偶者と別居して単身で生活する

職員に支給

配偶者宅との交通距離に応じ月額

30,000円～84,000円

同じ ― 0 千円 0

管理職手当

職務の級及び職の区分に応じて定額化

された額を手当として支給

部長　66,400円

課長　41,600円

同じ

―

1,776 千円 591,920

特地勤務手当

飛島地区に勤務する職員に支給

{(飛島地区に勤務することとなった日の給

料＋扶養手当)の月額×1/2＋現に受け

る（給料＋扶養手当）の月額×1/2｝×

16/100
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